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 資料解説  

 

 

地方分権改革推進委員会第１次勧告について 
～審議経過の記録から～ 

 

 

上 林 陽 治 

 

 

 はじめに ～本稿の目的～ 
 

 2007年４月１日に発足した地方分権改革推進委員会は、2008年５月28日の第49回委員会

で「生活者の視点に立つ『地方政府』の確立」を副題とする第１次勧告（巻末資料参照）

を取りまとめ、30日、福田首相に提出した。 

 本稿は、この第１次勧告について、当委員会の審議経過を振り返ることを通じて、その

意味合いを解説することを目的とする。 

 

 

 1. 総 論 

 

(１) 政治による合意調達への変化 

   第１次分権改革と比較して、今次分権改革の異なる点は、第１に、第１次分権改革

時は地方分権推進委員会自身が関係省庁との合意調達をしていたのに対し、今次分権

改革では政治が合意調達を行うこととなった点である。 

   第１次分権改革のときは、地方分権推進法第11条第１項で、「内閣総理大臣は、前

条の勧告又は意見を受けたときは、これを尊重しなければならない」とされ、かつ、

当時の橋本首相により「現実的で実行可能な勧告を期待する」ことを地方分権推進委

員会に要請したことに縛られ、地方分権推進委員会自身が、首相が尊重でき、かつ、

閣議決定可能な勧告とするため、各省庁との合意を取り付けるため奔走せざるをえな

かった。 
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   しかし、今次の地方分権改革推進委員会では、法文上は上記のような縛りがなく、

「政治の責任による実行」に重点を置いている。実際、第１次勧告の首相提出日から

遡る１年前の2007年５月29日には、内閣総理大臣を本部長、官房長官と担当大臣を副

本部長、他のすべての国務大臣を本部員とする「地方分権改革推進本部」の設置が閣

議決定された。委員会では、国から地方への権限移譲に関わって各府省からゼロ回答

が相次ぎ、地方分権改革推進委員会の審議状況がデッドロックに差し掛かったが、４

月15日に開催された「第３回地方分権改革推進本部」における福田首相の指示に基づ

き、第１次勧告が取りまとめられる直前まで、副本部長となった増田総務大臣および

町村官房長官と関係閣僚との間で折衝が行われた。 

   第１次勧告の第２章「重点行政分野の抜本的見直し」の部分は、増田総務大臣・町

村官房長官と関係閣僚間の折衝の結果、合意されたものが勧告となったものであり、

裏を返せば、閣僚折衝で合意に至らなかったものは、地方分権改革推進委員会の理念

なり、方向性なりを記述し、結論は「第２次勧告以降にまで及ぶ延長戦の様相」（第

１次勧告「はじめに」）と位置付けられている。 

   なお、今回の地方分権改革推進法に内閣総理大臣の勧告等の尊重義務が明文化され

ていない件につき委員会でも話題となった。これについては、1999年の第145回国会

で中央省庁等改革関係法施行法が成立した際、審議会等の数および審議事項について

も大幅な整理が行われたが、あわせて、答申を尊重するのは行政機関の長として当然

であるという建前から、原則として尊重義務規定が削除されることとなっている。 

 

(２) 分権改革推進委員会による地方分権改革の専管性 

   第２に、第１次勧告の内容の中には、地方分権改革推進委員会ではあまり審議の対

象とはならなかったが、他の審議会や研究会等からの答申を取り込んでいるものが散

見される。これは地方分権改革推進委員会が、地方分権改革の諸課題を専管的には

扱っていないことを示している。 

   具体的には、第１章「国と地方の役割分担の基本的な考え方」(３)広域自治体と基

礎自治体の役割分担には、「市に優先的に（権限）移譲を進める」とした上で、「規

模や能力が異なる個々の基礎自治体が地域における総合行政を担うことができるよう、

広域連合の形成、周辺自治体又は広域自治体による連携と補完などの制度の充実をは

かることが必要」と記され、同様に、第３章「基礎自治体への権限移譲と自由度の拡

大」(１)基礎自治体への権限移譲の推進のところでも、「広域的な連携の仕組みを積
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極的に活用することにより補完していくことを前提」との考え方が示されている。こ

れらは、地方分権改革推進委員会と並行して審議が進められ、2008年５月15日に取り

まとめられた「定住自立圏構想研究会報告書」の考え方を採り入れていたものと推察

され、第48回委員会（2008年５月22日）でも、西尾委員長代理から、概要、「一定の

地方都市を中心とする協定締結や財政の集中投下など新しいタイプの広域連携の在り

方を報告している」と当研究会報告書の内容が紹介されている。 

   さらに、第３章(２)補助対象財産の財産処分の弾力化については、2007年11月16日

の「中間的な取りまとめ」で考え方が示されたものであるが、その後、第30回委員会

（2007年11月28日）で１回審議対象となっただけである。2008年４月になって各府省

の連絡会議で、補助対象財産の財産処分の弾力化について合意がなされ、その後追い

の形で、政府の地域再生本部が４月25日に財産処分の弾力化を閣議決定し、第１次勧

告でもこれを追いかけるという運びになった。 

   また、第４章「現下の重要二課題について」(２)消費者行政の一元化については、

第45回委員会（2008年５月１日）で、当初予定を変更して内閣官房から検討状況のヒ

アリングを実施し、勧告に取り込んだものである。その内容は、消費者行政推進会議

で議論されている内容について、地方自治の姿を歪めることなく、地方分権を促進す

るよう注文するというものとなっている。 

   このように、第１次分権改革時と比較して今次分権改革は、地方分権改革推進委員

会が地方分権改革の様々な課題を専管的に取り扱っているわけではないことを示して

いる。 

 

(３) 規制改革と地方分権 

   第３に、規制改革や行政スリム化の課題と地方分権課題の重なり合いについてであ

る。 

   たとえば、第２章「重点行政分野の抜本的見直し」における【幼保一元化・子ど

も】、【福祉施設の最低基準等】のうち、認定子ども園制度、保育所の入所基準、保

育所と利用者の直接契約方式、放課後子どもプランに係る内容は、2007年12月25日の

規制改革会議「規制改革推進のための第２次答申」の当該箇所の具体的な見直し内容

とほぼ一致している。 

   さらに、第５章(１)国の出先機関の改革の基本方向は、2007年６月の「骨太の方針

2007」で経済財政諮問会議から地方分権改革推進委員会に審議の委託がなされたもの
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である。 

   そもそも第１次勧告の日程も、第３回地方分権改革推進本部会議（2008年４月15

日）後の増田総務大臣のブリーフィングによれば、2008年７月に予定される「骨太の

方針2008」に盛り込むことを想定し、その前段の６月中旬に地方分権改革推進本部で

対処方針を確定することを想定して設計されている。 

   第１次勧告の原案が示された第48回委員会（2008年５月22日）の翌日に開催された

経済財政諮問会議では、地方分権改革が議題となり、有識者議員より、「第２次勧告

に向けて、今回の第１次勧告はこれからの勧告の大きな方向性を左右する。例えば各

府省の出先機関に残せる範囲内での道路や河川の地方移管であっては、今後の出先機

関や税財源の改革には結び付かない。今回の第１次勧告は、是非大胆で本質的な内容

を打ち出し、出先機関の大幅な見直しを実現していただきたい」と激励されている。 

   上記の事柄から、「地方分権改革推進委員会は経済財政諮問委員会のコントロール

下の委員会」という認識を醸成させかねない。また、規制改革分野の課題との一致は、

地方分権改革の理念や目的を横振れさせるものとなっているのではないかと考えられる｡ 

 

 

 2. 第１次勧告の各章の内容と審議経過 
 

 第１次勧告は、５章立となっている。このうち、第１章は、今次分権改革全体の骨組み

となる部分で、理念と課題ならびに見直しの方向性を全体として記述している。第１次勧

告の「勧告」に該当するのが、第２章と第３章である。第２章は、国から地方への事務・

権限の移譲、第３章は、基礎自治体の裁量権の拡大に関するもので、都道府県から基礎自

治体への権限移譲と補助財産の転用の緩和からなる。第４章は、「勧告」ではなく「提

言」と位置付けられている。最後に第５章は第２次勧告の課題と見直しの方向性を示して

おり、国の出先機関の見直しと、法制的な仕組みの横断的な見直しの課題として法令の規

律密度の緩和や地方自治関係法制の見直しを掲げている。 

 

(１) 第１次勧告の日程と勧告内容の確定 

  ① 2007年11月の「中間的な取りまとめ」を受け、第１次勧告の内容と日程ならびに

その後のスケジュール等が固まったのは、第33回委員会（2008年１月30日）になっ

てからである。第１次勧告の内容は、(ア)個別の行政分野・事務事業の抜本的見直

自治総研通巻356号 2008年６月号



－ 56 － 

し等で、「中間的な取りまとめ」で指摘した方向性に沿って具体的な改革案を個別

検討、(イ)補助対象財産の財産処分の弾力化とされ、春（５月まで）に勧告を行う

ことを予定するとされた。 

    国の出先機関の見直しの課題については、2008年２～３月と第１次勧告後に集中

的に各府省ヒアリングを実施し、夏に中間報告、そして2008年末の第２次勧告とす

る。法制的な見直しについても第１次勧告後に集中的に審議して第２次勧告とし、

さらに、個別行政分野における第１次勧告の積み残し課題も夏の中間報告以後、集

中的に審議を行い、第２次勧告に盛り込むとされた。 

    そして、税財政改革や地方行政体制の見直しについては、第２次勧告以降に検討

するというスケジュールを立てていた。 

  ② その後の審議状況は、概要、以下の通りであった。 

   ア 第33回委員会（2008年１月30日）から第41回委員会（４月８日）までは、地方

出先機関の見直しを重点的に審議。 

   イ 個別の行政分野・事務事業の抜本的見直しについては、第42回委員会（４月17

日）から、各府省の局長クラスを呼んで、公開討議という名称で重点的に審議。 

   ウ 第１次勧告の内容については、第45回委員会（５月１日）に構成（案）が示さ

れ、第46回委員会（５月９日）から第49回委員会（５月28日）まで集中的に審議

が行われた。 

 

(２) 章別内容と審議経過 

第１章 国と地方の役割分担の基本的な考え方 

   第１章は、今次分権改革の理念と課題に係る委員会としての認識が記述されている。

この章は三本立てになっている。 

  ① 「地方が主役の国づくり」に向けた今次分権改革の理念と課題では、「地方が主

役の国づくり」にむけた取り組み課題を、住民に身近な行政の地方自治体への移譲、

国の法令による地方自治体の諸活動に対する義務付け・枠付け・関与等の見直し、

地方政府の組織形態の自由化、立法権の分権と条例による法令の規定への「上書

き」範囲の拡大、地方議会機能・制度の抜本見直しを掲げている。さらに、基礎自

治体に事務事業を優先的に配分して地域における総合的な行政の実施の役割を担わ

せることが地方自治の基本原則であるとした上で、規模や能力の異なる基礎自治体

が総合的な行政を担うことができるよう、広域連合や周辺自治体、広域自治体によ
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る補完の制度の充実が必要としている。 

  ② 国と地方の役割分担の項は、地方自治法第１条の２第２項、地方分権改革推進法

第５条の規定を取り込んだものとなっている。この項は、第38回委員会（2008年３

月18日）のときに、国の出先機関の整理合理化のメルクマールを編み出すため、西

尾代理が作成・提案したものである。したがって、第５章「第２次勧告に向けた検

討課題」(１)国の出先機関の改革の基本方向における【国の出先機関の事務・権限

の仕分けの考え方】とほぼ同じ文章となっている。西尾代理は、当該文書の提案の

際、「これから当委員会が行う『第１次勧告』、第２次勧告のための『中間報告』、

そして『第２次勧告』といった勧告や報告をする際の総論部分に当たるようなもの

の骨子」になると説明した。 

  ③ 広域自治体と基礎自治体の役割分担の項では、都道府県から市町村への権限移譲

が進展しているが、基礎自治体が一層総合的な行政を担えるようまちづくり・土地

利用規制等、福祉・保健・医療・教育に係る事務について、都道府県から市町村へ

の法令による権限移譲を進め、その際、市に優先的に移譲を進めるということを明

記している。 

    「都道府県から市町村への法令による権限移譲」は、地方分権改革推進委員会と

して強く関心を抱いており、第44回委員会（2008年４月25日）の環境省との公開ヒ

アリングの際、公害規制事務の権限移譲について、個別の県や特例市の意向を聞い

ていては事務処理特例と一緒でバラツキが生じ、県も渡さない、市も欲しがらない

こともあるので、法令で一斉に下すことの検討を促す趣旨の要請を行っている。 

    また、「市に優先的に移譲を進める」ことについては、第３章(１)に関連するこ

とであり、また、先に記したように、地方自治の基本原則である基礎自治体が地域

における総合行政を担うことを前提とし、それが可能となるよう「広域連合の形成、

周辺自治体又は広域自治体による連携と補完などの制度の充実をはかることが必

要」とここでも繰り返し述べているのである。 

 

第２章 重点行政分野の抜本的見直し 

  ① ゼロ回答を克服できたのか 

   ア 第２章が対象としているのは、国から地方に移譲すべき個別の行政分野におけ

る事務事業や権限であり、すでに2007年11月の「中間的な取りまとめ」で、重点

事項とその他の事項として仕分けし、各府省に地方への移譲を迫っていた分野で

自治総研通巻356号 2008年６月号



－ 58 － 

ある。 

     しかし、委員会審議における各府省の回答は、ほぼゼロ回答であった。 

     そこで、地方分権改革推進本部での首相指示に基づき、４月16日以降、１順目

は増田総務大臣、２順目は町村官房長官も加わり、各府省大臣との折衝が行われ、

それは勧告取りまとめの前日の５月27日の農林水産大臣との折衝まで続いた。 

     第２章で勧告事項となっているのは、くらしづくり分野関係が21項目、まちづ

くり分野関係が27項目、合計48項目とカウントできるが、第１次勧告までに結論

が出た項目は環境分野を除き数少ない。多くは第２次勧告以降に結論を得るとし

ている。 

     個別の事項を眺めると、たとえば、生活保護では、「総合的な検討に着手し、

（中略）、制度改正の方向性を得る」として具体的な勧告内容は、「国と地方の

協議の場を早期に立ち上げ」となっている。 

     保育所の入所要件の見直しに関しては、「総合的な検討に着手し、平成20年中

に結論を得る」としているが、これは厚生労働省の社会保障審議会・少子化対策

特別部会での検討を念頭に置いたものであり、平成20年中という時期設定も、経

済財政諮問会議における福田首相の指示を考慮したものと考えられる。 

     県費負担教職員の人事権の移譲については、「都道府県から中核市に人事権を

移譲する、（中略）、平成20年度中に結論を得る」としているが、この内容は、

2005年に中央教育審議会がより教育現場に近いところに権限を下す方向が望まし

いとして「当面は中核市などに移譲し、状況を踏まえその他の市区町村に移譲す

ることを検討するのが適当」と答申したことに呼応している。当該答申はいま

もって実現しておらず、その点を地方分権改革推進委員会に指摘されると、文部

科学省は、５月12日、広域での人事調整の仕組みや給与負担の在り方などについ

て議論するため、教育委員会関係者や学識経験者ら18人で構成する「県費負担教

職員の人事の在り方に関する協議会」を立ち上げた。当協議会は、年内にも議論

を終え、意見を取りまとめる予定としているが、第１次勧告の内容はこうした文

部科学省の動きを斟酌したものと考えられる。 

     さらに道路・河川では、「具体的な対象道路（河川）については、地方自治体

との調整を行った上で第２次勧告までに具体案を得る」としているが、地方自治

体と調整を行うのは国土交通省なのであり、勧告としては、所管官庁である国土

交通省に相当程度譲歩した内容となっている。 
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   イ 一義的には政治の責任であるとはいえ、上記の結果が、地方分権改革推進委員

会に対する期待を冷却させてしまう事態を回避する意図からか、第１次勧告が最

終的に取りまとめられた第49回委員会（2008年５月28日）で、西尾代理から、概

要、以下のような補足説明が行われた。 

     「分野別の各項目の勧告事項を見ると、相手方である省庁に検討を委任したと

とられるかもしれないが、決して手放したわけではない。第２章の（勧告事項の

実施時期等）で、『遅くとも平成20年度中にこれらの事項についての各府省にお

ける検討結果又はその時点における検討状況と結論の方向性について関係各府省

から報告を求める。委員会は、その報告を受け、必要に応じ、調査審議を行った

上、追加の勧告・意見等を述べることがあり得る』としているのであり、また、

第２次の出先機関等に係る勧告、第３次の税財源に係る勧告のなかでも触れざる

を得ない事項もあるだろう」。 

  ② 道路と河川 

   ア 委員会審議では、ゼロ回答が続いたが、第41回委員会（2008年４月８日）の国

土交通省道路局ならびに河川局からのヒアリングの席上、道路局課長から、「全

国知事会の提言を踏まえ、国と地方の適切な役割分担のもと、（中略）、国が自

ら整備・管理を行うべき一般国道の範囲を限定する方向で、所要の見直しを行

う」、河川局課長も、「国が自ら管理すべき１級河川の範囲を限定する方向で、

所要の見直しを行う」とする意見表明がなされた。国土交通省側は、この時点で

は見直しの基準や個別道路・河川については検討中としたが、道路に関しては、

その見直しの基準について、地方分権改革推進委員会が「中間的な取りまとめ」

で行った「大規模投資の必要等から新設・改築は国が行うとしても、（中略）、

指定区間の一般国道についての維持、修繕その他の管理の権限を都道府県に移譲

するべき」とする「整備と管理の区分」について、これを「合理的」でないと拒

否した上で、直轄国道の対象を切り分けるべきと主張した。こうした回答を受け、

委員会では、「第１次分権改革の折、直轄国道の限定に着手し第５次勧告とした

が挫折した。したがって、今次分権改革推進委員会の提言は、整備（新設・改

築）と管理（維持・修繕）を分離し、後者を地方に移譲すべしとした。整備と管

理を分離できない、直轄部分の限定を回答したとしても、いかなる基準で限定す

るのかということが示されなければ、勧告に向けた作業を進めていく上で判断の

しようがない。第１次分権改革では、国直轄は二桁国道までとしたが、限定の内
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容について示すべきだ」と迫ったが、国土交通省側は検討中との回答を繰り返す

だけとなった。 

   イ 道路・河川の移譲の考え方が示されたのは、５月14日の冬柴国土交通大臣と増

田総務大臣との大臣折衝ならびに５月19日の町村官房長官、増田大臣と冬柴大臣

の折衝で、冬柴大臣から、道路の国直轄国道のうち15％程度、河川では一つの都道

府県内で完結する53の一級水系の約４割を移譲対象とするとの考え方が提示された｡ 

     これを受け、５月22日に開催された第48回委員会で国土交通省道路局長、河川

局長から、事務移譲の考え方が示された。 

     道路については国直轄国道の21,500㎞のうち約3,200㎞～3,600㎞、15％程度を

都道府県管理に移譲して補助国道化する対象とし、関係都道府県と協議して移管

を決定する、移譲対象道路選定区間の要件ならびに約15％に占める割合は以下の

通りであると説明した。 

     基準① 同一都府県内に起終点がある区間 約800㎞ 25％ 

     基準② バイパスの現道区間 約1,500㎞ 45％ 

     基準③ その一部が都府県等管理となっている路線の区間 約500㎞ 15％ 

     基準④ その他重要都市の要件を厳格に適用する区間 約500㎞ 15％ 

     このうち、基準④は、道路審議会「直轄管理区間の指定基準に関する答申」

（平成11年７月29日）で示されたもので、具体的には「地方中核都市（都道府県

庁所在地及び人口概ね30万人以上の市）を基本としつつ、地方都市においては、

経済・社会活動や生活の基盤となる中核的な都市（人口概ね10万人以上かつ昼夜

間人口比１以上の市）」を厳格に適用した場合、要件を満たしえない道路という

意であると説明した。 

     これに対し委員会側は、移管道路の選定要件を一層緩和すべきであると主張した｡ 

   ウ 一方、河川については、国土交通省側は、同一都道府県で完結する53の１級河

川のうち、国が引き続き管理すべき河川（○氾濫した場合に流域に甚大な被害が

想定される水系、○広域的な水利用や電力供給のある、または全国的に価値の高

い環境を保全する水系、○急流河川等の河川管理に高度な技術力が必要となる水

系）を除き、都道府県に移管する候補の河川である、その割合は、同一都道府県

で完結する一級河川53水系の40％程度であると説明した。 

     これに対し委員会側は、移管河川の選定要件について、一級河川のうちわずか

に複数の都道府県にまたがっている12水系にも拡大し、あわせて65水系を対象と 
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表１ 一級河川の分類 
 

（㎞） 

 水系数 

指定区間外 

(直轄区間) 

延 長 

指定区間延長 河川延長計 幹川流路延長 

【１】一の都道府県内で

   完結するもの 
53 4,039 (38％) 19,466 (25％) 23,505 (27％) 4,447 (38％) 

【２】わずかに複数の府

   県にまたがるもの
12 847  (8％) 6,861  (9％) 7,709  (9％) 1,159 (10％) 

小  計 

【１】＋【２】 
65 4,886 (46％) 26,327 (34％) 31,213 (36％) 5,606 (48％) 

【３】複数の都府県に 

   またがるもの 
44 5,694 (54％) 50,656 (66％) 56,350 (64％) 6,145 (52％) 

合  計 

【１】＋【２】＋【３】
109 10,581(100％) 76,983(100％) 87,564(100％) 11,751(100％) 

 

※【１】のデータは平成19年４月時点            地方分権改革推進委員会事務局作成 

※【２】、【３】のデータは平成13年４月時点 
 

 

    すべきであると主張した。（表１参照） 

   エ なお、道路に関しては、第49回委員会（５月28日）に提案された第１次勧告

（案）では、国土交通省が示した選定要件に加え、中核的な都市（人口概ね10万

人以上かつ昼夜間人口比１以上の市）を起終点とする直轄国道も移管の対象とす

べきとしていた。これに対し委員から「対象範囲が狭すぎる」「港湾・空港と都

市を結ぶ国道の多くは同一都道府県内にとどまるはず」との異論が出され、その

結果、枠内にある「(３)重要な港湾・空港と(１)(２)を効率的・効果的に連絡す

る一般国道の区間」も移管選定対象とすることが加えられたのである。 

  ③ 農地転用 

    農地転用をはじめとする農林水産省所管の課題については、国土交通省と異なり、

大臣折衝でも第１次勧告とりまとめまで合意点を見出すことができなかった。 

    第１次勧告では、特に焦点となった４ha以上の農地転用について、「平成20年度

内に予定されている農業振興地域制度及び農地制度の改革において、農地及び優良

農地の総量を確保する新たな仕組みを構築したうえ」、「農地転用に係る国の許可

権限を都道府県に移譲するとともに、国との協議を廃止する」としている。また、
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重要流域に係る保安林の指定・解除権限について、時期設定を特に定めず、「都道

府県に移譲するとともに、国との協議を廃止する」とし、結論を先述べしたものと

なっている。 

    地方分権改革推進委員会が、農地転用ならびに重要流域に係る保安林指定・解除

の課題にこだわるのは、当該決定権者が、他の土地利用区域等の決定権者ならびに

開発行為の許可等に比して、飛びぬけて関与の度合いが強いためであるとしている。

たとえば、４ha以上の農地の転用許可は農林水産大臣（農地法４条１項）、重要流

域における保安林の指定・解除の決定権者も農林水産大臣（森林法25条、26条）と

なっている。 

    委員会審議では、第41回委員会（2008年４月８日）において、「土地利用の計画

権は自治体にあるべき。土地利用に関する関与を法律ごとに横に並べると、農地転

用と森林関係が飛びぬけている」との問題意識が明らかにされている。 

 

第３章 基礎自治体への権限移譲と自由度の拡大 

(１) 基礎自治体への権限移譲の推進 

   ア 先に触れたように、基礎自治体への権限移譲の課題は、第33回委員会（2008年

１月30日）に示された第１次勧告までのスケジュールとしては予定されておらず、

第42回委員会（４月17日）において、西尾代理から、「予定では第２次勧告と

なっているようだが、第１次勧告に前倒ししたい。福祉、医療・保健、教育、ま

ちづくり、事業活動の規制に関し、広域的な事務を除き、基本的に市町村に事務

を移譲すべき」との問題意識が述べられ、第43回委員会（４月23日）に各府省に

照会する「都道府県から市町村への権限移譲について（案）」が示された。 

     第42回委員会（４月17日）では、都道府県から市町村への事務移譲に係る「条

例による事務処理特例制度の活用状況」の調査結果が示されたが、この調査によ

れば、法律ベースでみると、都道府県平均で40法律について移譲実績があり、相

当程度の進捗があると評価できるものの、都道府県別では、静岡県86法律、広島

県77法律、岩手県73法律であるのに対し、沖縄県は４法律、高知県が10法律、石

川県・奈良県11法律と活用度合に相当程度のばらつきが生じていることが明らか

になった。 

   イ 第１次勧告では、(ａ)市町村合併の進展により基礎自治体の行政体制整備が大

幅に進んでいること、(ｂ)事務処理特例制度（地方自治法第252条の17の２等）
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の活用が進んでいることを踏まえ、(ｃ)基礎自治体に事務事業を優先的に配分し、

地域における行政の総合的な実施の役割を担わせるという基本原則の下、改めて

都道府県と市町村の事務配分を行政分野横断的に見直す必要があるとした。 

   ウ 移譲に際しては、これまでの事務処理特例制度の活用では、都道府県ごとに格

差が生じていることから、第１次勧告の原案が示された第48回委員会（2008年５

月22日）においては、「土地利用や福祉分野を中心に、これまで都道府県に法令

で義務づけていたものを、法令で中核市や特例市等に義務付けるよう位置付けな

おす」と今回の権限移譲の意味が説明されている。また、第１章(３)広域自治体

と基礎自治体の役割分担の項でも、「都道府県から市町村への法令による権限移

譲を進める。なお、権限移譲に際しては、市に優先的に移譲を進める」と明記さ

れている。 

   エ 実際に移譲される事務は、第１次勧告では64法律359事務である。第43回委員

会（４月23日）に示された原案では、88法律499事務であった。勧告とならな

かった事務は24法律140事務で、このうち市段階まで移譲することを予定してい

て取り上げられなかったものは、地域づくり分野では、景観法、屋外広告物法、

古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法、自然公園法等に係る事務等、

くらしづくり分野では、老人福祉法の居宅生活支援事業に係る事務、身体障害者

福祉法の生活訓練等事業に係る事務等であった。 

   オ 権限移譲先に関しては、事務と市町村規模を比較衡量し、事務ごとに政令市、

中核市、特例市、市、市町村と区分けしている。市町村まで移譲と明示している

のは、高圧ガス保安法と火薬類取締法に基づく危険物規制に係る事務であって、

その目的・効果が当該団体の区域をこえないもの、ならびに、地方自治法に基づ

く、町・字の区域新設の告示に係る事務となっている。（表２参照） 

   カ 都道府県から市町村への権限移譲に関しては、第１次勧告の「はじめに」に、

「この勧告をめぐっては、都道府県関係者の内部でも市町村関係者の内部でも賛

否が分かれるのではないかと推察している。しかしながら、この勧告は、先の第

１次地方分権改革において地方六団体の総意形成の調整を重んじたために不十分

に終わった都道府県から市町村への権限移譲を今回実現しようとしているもの」

（下線は筆者による）と記されている。 

     第48回委員会（５月22日）の原案段階では、下線部は「地方六団体の総意を尊

重したばかりに不十分に終わった都道府県から市町村への権限移譲を今回実現し 
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表２ 事務処理特例制度による都道府県から市町村への移譲 

 

―

 各分野ごとの法律数、条項数 

―

  
 

地方分権改革推進委員会事務局作成 

指定都市 中核市
保健所 
設置市 

特例市 市 市町村 その他 合 計 
区  分 

法律
数

条項
数

法律
数

条項
数

法律 
数 

条項 
数 

法律
数

条項
数

法律
数

条項
数

法律
数

条項
数

法律 
数 

条項 
数 

法律 
数 

条項 
数 

1. まちづくり･ 
 土地利用規制 

2 17  19 95 1 2 19 114 

2. 福 祉 1 12  1 4 8 52   8 64 

3. 医療･保健･ 
 衛生 

9 31 2 9   11 40 

4. 公害規制  3 33 5 24   8 57 

5. 教 育 3 5  1 1 1 1 4 7 

6. 生活･安全･ 
 産業振興 

 9 37 2 26   11 63 

7. その他 1 8  1 4 1 2   3 14 

計 3 25 4 17 9 31 4 37 45 222 3 28 2 3 64 359 

(注１) 法律数、条項数は、それぞれ、区分別の市等まで移譲すべきとしたものを数値で表したも

の（現行法令上、すでに特定の市（指定都市等）に移譲されているものもある。） 

(注２) その他は、都市計画決定権者、認可の廃止 

(注３) 法律又は条項で複数の場合分けがある場合もカウントしており、合計と一致しない部分あり 
 

 

    ようとしているもの」となっていた。これについて委員の一人から異論が出て修

正することとなったが、意味合いはほとんど変わっていない。 

     この事情について、西尾代理は、第49回委員会（５月28日）で、概要、「第１

次分権改革の折は、地方六団体として要望を一本化して提出してきたため、都道

府県側で容認できないものは要望から落とされた。今回は地方六団体として調整

は行われず、市長会の要望が直接委員会に届けられたため、第１次分権改革でで

きなかったものができたと認識している」と補足説明している。 

 

(２) 補助対象財産の財産処分の弾力化 

   第３章(２)補助対象財産の財産処分の弾力化は、2007年11月16日の「中間的な取り

まとめ」で考え方が示されたもの。先に記したように、2008年４月になって各府省の

連絡会議で、補助対象財産の財産処分の弾力化について合意がなされ、その後追いの
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形で、政府の地域再生本部が４月25日に財産処分の弾力化を閣議決定し、第１次勧告

でもこれを追いかけるという運びになった。 

   したがって、既に実施段階に入っているものも多く、第１次勧告の別紙２「措置対

象の国庫補助金等一覧」にも府省別に【以上措置済み】と記載されているものもある。 

   このため地方分権改革推進委員会では、「地方分権推進計画の策定を待つことなく、

この勧告を受けて速やかに上記の措置を実施」と明記したのである。 

 

第４章 現下の重要二課題について 

   第１次勧告の「はじめに」にも記されているが、この第４章の性格は、勧告ではな

く、提言である。実際、第45回委員会（５月１日）に提案された「第１次勧告の構成

イメージ（案）」には第４章そのものがなく、第47回委員会（５月15日）になって、

第４章の内容を「(１)道路特定財源の一般財源化について、(２)消費者行政の一元化

について」としたものの、表題については「検討中」とされていた。 

   第４章が挿入されるに至った経緯は、2008年春の道路特定財源をめぐる国民的関心

の高まりに端を発する。福田首相が道路特定財源を一般財源化することを発表したの

ちは、石原東京都知事が暫定税率分に見合う分の法定外課税を導入する意向を示し、

中田横浜市長もこれに同調する意見を表明した。さらに石原都知事は、５月２日、

「軽油と同様に引取税として地方の税源にすべき」とする構想を明らかにした。 

   このような情勢の中で、地方分権改革推進委員会として第１次勧告で何らかの提言

をすべきとする意見が高まり、第44回委員会（４月25日）で道路特定財源と課税自主

権に係るフリーディスカッションが行われ、結果として、丹羽委員長が、「第１次勧

告にむけて、地方自治体の収入源の担保になるような方向性は明示すべきだろう」と

引き取り、第１次勧告に第４章として提言が掲載されることになった。 

   しかし、第１次勧告取りまとめの最終盤では、地方税化のメニューを記述するかに

ついて委員間の意見が分かれ、第49回委員会（５月28日）において、「国庫補助負担

金制度の抜本的見直しを含めた」という字句を挿入することで決着した。 

   もう一つの課題である「(２)消費者行政の一元化」については、５月１日の委員会

で突然ヒアリングが行われたもので、その経緯については、委員会審議からだけでは

不明である。なお、第48回委員会（５月22日）に提示された原案と第１次勧告の当該

箇所の分量が、かなり異なりスリム化しているが、この事情について、委員会では関

連３府省との調整がつかなかったと説明されている。 
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第５章 第２次勧告に向けた検討課題 

(１) 国の出先機関の改革の基本方向 

   国の出先機関の見直しの課題については、第１次勧告では見直しの視点として仕分

けのメルクマールが記述されている。これは第１章部分でも記述したように、国の役

割の限定ならびに地方との役割分担の観点から、出先機関が現に行っている事務や権

限を仕分けしていこうとするものである。 

   当該メルクマールが委員会で提案されたのは第38回委員会（2008年３月18日）であ

り、その折、委員会としてこのメルクマールに沿って仕分け作業を行い、夏の中間報

告とし、そして第２次勧告に盛り込むことを明らかにしている。 

 

(２) 法制的な仕組みの横断的な見直し等 

   法令による自治体への義務付け・枠付けに関しては、「中間的な取りまとめ」にお

いて、自治事務を対象として、法令による義務付け・枠付けの見直しに係るメルク

マールを明らかにし、各府省に検討を求めてきた課題である。 

   各府省からの回答については、３月14日を期限としたが、全府省から回答が集まっ

たのは４月17日になってからであった。今後委員会で精査と検討を進め、第２次勧告

とするとしている。 

   地方自治関係法制の見直しに関しては、当初、「おわりに」に記述されることを想

定していたが、第47回委員会（５月15日）でこれを第５章に格上げするという構成上

の変更とともに、西尾代理から、第１次勧告の原案が席上配布されたものである。 

   委員会では、さしたる議論にならなかったものの、その内容は、現行地方自治法で

詳細規定になっている財務と議会の項について、これを緩和する方向で見直しを図る

ことを求めていくというもので、具体的には、行政委員会の必置規制の緩和、地方議

会制度改革、自治体財務改革、小規模自治体における機関（行政委員会、監査委員、

議会事務局）の共同設置や広域連携の促進など、抜本的な改革につながる課題が列挙

されている。 

 

自治総研通巻356号 2008年６月号



－ 67 － 

 

 3. おわりに 
 

 第１次勧告を総体として評価すれば、基礎自治体重視を貫徹したものといえよう。 

 その一方で、国から地方への権限移譲は先送りとなっている。 

 第１次勧告で、ほとんど触れられていない重要テーマが一つある。それは道州制である。 

 第１次勧告では、第１章で「地方分権改革は、国の新たなガバナンスの姿、さらには将

来の道州制のあり方にも結び付く重要な課題である」と記述しているにすぎないが、この

意味は大きい。それは、まずは地方分権改革、その後に道州制と優先順位をつけたことに

ある。すなわち、道州制議論を地方分権改革推進を阻止する置き石にしてはならないこと

を宣言しているからである。 

 

 最後に地方分権改革推進委員会が想定している今後のスケジュールを紹介して、本稿を

閉じる。 

 

 2008年夏まで  国の出先機関に係る中間報告 

 2008年末まで  第２次勧告     ・国の出先機関の改革 

                   ・法制的な仕組みの横断的な見直し 

 2009年春    第３次勧告     ・地方税財制構造の構築 

      その後、政府において、地方分権改革推進計画の策定、新地方分権改革一括

法国会上程 

 2010年３月末  地方分権改革推進委員会設置期限 

（かんばやし ようじ (財)地方自治総合研究所研究員） 
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